委託契約書（総価契約）
	業務名
	植物公園栽培温室ボイラー取替修繕業務

	履行場所
	広島市佐伯区倉重三丁目

	履行期間
	契約締結の日から令和３年１０月３１日まで

	委託契約金額
	金　　　　　　　　　　　円

（うち取引に係る消費税及び地方消費税相当額　金　　　　　円） 

	支払方法等
	公益財団法人広島市みどり生きもの協会委託契約約款のとおり


	検査完了期日(期限)
	植物公園栽培温室ボイラー取替修繕業務仕様書のとおり

	契約保証金
	「免除」又は
「契約金額の１００分１０以上

	その他の
契約事項
	公益財団法人広島市みどり生きもの協会委託契約約款のとおり

	特約事項
	別紙のとおり

	適用除外事項
	契約保証金免除の場合は第１７条

	管轄裁判所
	広島地方裁判所


上記の委託業務について、発注者と受注者は、各々の対等な立場における合意に基づいて、別添の契約約款によって公正な委託契約を締結し、信義に従って誠実にこれを履行するものとする。

この契約の証として本書２通を作成し、発注者及び受注者が記名押印の上、各自１通を保有する。

　令和３年　月　　日
　　　　　　　　　　　　　発注者　　広島市中区基町４番４１号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　公益財団法人広島市みどり生きもの協会
　　　　　　　　　　　　　　　　　　理事長　　及　川　　享
　　　　　　　　　　　　　受注者　
（ 別紙 ）
特 約 事 項

１　支払方法について
発注者は、契約代金の支払いにあたって、口座振込の方法により支払を行う場合において、請求代金から振込手数料を差引いて、受注者に支払うものとする。
２　契約不適合責任について
⑴　発注者は、引き渡された設備の修繕目的物が種類又は品質に関して契約の内容に適合しないもの（以下「契約不適合」という。）であるときは、受注者に対し、目的物の修補による履行の追完を請求することができる。ただし、その履行の追完に過分の費用を要するときは、発注者は履行の追完を請求することができない。

⑵　⑴の場合において、受注者は、発注者に不相当な負担を課するものでないときは、発注者が請求した方法と異なる方法による履行の追完をすることができる。

⑶　⑴の場合において、発注者が相当の期間を定めて履行の追完の催告をし、その期間内に履行の追完がないときは、発注者は、その不適合の程度に応じて代金の減額を請求することができる。ただし、次の(ｱ)から(ｴ)のいずれかに該当する場合は、催告をすることなく直ちに代金の減額を請求することができる。

(ｱ)　履行の追完が不能であるとき。
(ｲ)　受注者が履行の追完を拒絶する意思を明確に表示したとき。
(ｳ)　設備修繕の性質又は当事者の意思表示により、特定の日時又は一定の期間内に履行しなければ契約をした目的を達することができない場合において、受注者が履行の追完をしないでその時期を経過したとき。

(ｴ)　(ｱ)から(ｳ)に掲げる場合のほか、発注者が本項目本文の催告をしても履行の追完を受ける見込みがないことが明らかであるとき。

　⑷　⑴又は⑶の項目については、設備の修繕目的物の契約不適合が発注者の指図により生じたものであるときは適用しない。ただし、受注者がその指図の不適当であることを知りながらこれを通知しなかったときは、この限りでない。

　⑸　発注者は、公益財団法人広島市みどり生きもの協会委託契約約款（以下「約款」）第１２条第２項又は第３項の規定による検査完了後の引渡しを受けた日から１年以内でなければ契約不適合を理由とした履行の追完の請求、代金の減額の請求、損害賠償の請求又は契約の解除（以下この条において「請求等」という。）をすることができない。

　⑹　⑸の請求等は、具体的な契約不適合の内容、請求する損害額の算定の根拠等当該請求等の根拠を示して、受注者の契約不適合責任を問う意思を明確に告げることで行う。

　⑺　発注者が⑸の契約不適合に係る請求等が可能な期間（以下この項において「契約不適合責任期間」という。）の内に契約不適合を知り、その旨を受注者に通知した場合において、発注者が通知から１年が経過するまでに⑹の方法による請求等をしたときは、契約不適合責任期間の内に請求等をしたものとみなす。

　⑻　発注者は、⑸の請求を行ったときは、当該請求の根拠となる契約不適合に関し、民法の消滅時効の範囲で、当該請求以外に必要と認められる請求等をすることができる。
　⑼　⑷は、契約不適合が受注者の故意又は重過失により生じたものであるときには適用せず契約不適合に関する受注者の責任については、民法の定めるところによる。

⑽　民法第６３７条第１項の規定は、契約不適合責任期間については適用しない。
　⑾　発注者は、約款第１２条第２項又は第３項の規定による検査完了後の引渡しの際に契約不適合があることを知ったときは、⑸にかかわらず、その旨を直ちに受注者に通知しなければ、当該契約不適合に関する請求等をすることはできない。ただし、受注者がその契約不適合があることを知っていたときは、この限りでない。
　
（案）
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